
別紙１

時間数 研修受講地 申込方法 開催時期（予定）
会 場
予 定

５６時間
以上

当該年度現
在の勤務地
の都道府県

勤務先事業所か
ら申し込んでくだ
さい。

令和５年６月～７月
（８日間）

仙台市内

３２時間
以上

当該年度現
在の勤務地
の都道府県

勤務先事業所か
ら申し込んでくだ
さい。

令和５年７月～８月
（４日間）

仙台市内

５６時間
以上

令和５年６月～７月
（８日間）

仙台市内

３２時間
以上

令和５年７月～８月
（４日間）

仙台市内

１．主任介護支援専門員更新研修　【申込期間：令和５年４月１日（土）から４月１２日（水）まで】

次の①から⑤までのいずれかに該当する者であって，主任介護支援専門員研修修了証明書の有効期間が概ね２年以内に満了する者とする。

宮城県庁

② 地域包括支援センターや職能団体等が開催する法定外の研修
等に年４回以上参加した者

③ 日本ケアマネジメント学会が開催する研究大会等において，演
題発表等の経験がある者

④ 日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー

⑤ 主任介護支援専門員の業務に十分な知識と経験を有する者で
あり，都道府県が適当と認める者

① 介護支援専門員に係る研修の企画，講師やファシリテーターの
経験がある者

４６時間
以上

当該年度現
在の勤務地
の都道府県

勤務先事業所か
ら申し込んでくだ
さい。

令和５年５月

４．更新研修（実務経験者対象）　【申込期間：令和５年４月２６日（水）から５月１１日（木）まで】

専門研修課程Ⅰ相当

介護支援専門員証の有効期間中に，介護
支援専門員として実務に従事している者又
は従事していた経験を有する者（以下「実務
経験者」という。）であって，介護支援専門員
証の有効期間がおおむね１年以内に満了
する者とする。
（※　なお，実務経験者として初めて介護支
援専門員証の更新をしようとする者に対する
更新研修は，専門研修課程Ⅰ及び専門研
修課程Ⅱと同内容であり，合計８８時間とす
る。また，実務経験者として介護支援専門員
証の更新をしようとすることが２回目以降の
者に対する更新研修は，専門研修Ⅱと同内
容であり，合計３２時間以上とする。）

介護支援専
門員の登録
を行ってい
る都道府県

個人で申し込ん
でください。

専門研修課程Ⅱ相当

原則として，介護支援専門員としての実務に従事している者であっ
て，就業後６か月以上の者とする。

令和５年度　介護支援専門員資質向上事業　受講対象者一覧

受 講 対 象 者
　注）従事期間には，産休・育休・病休期間は含まない。

２．専門研修Ⅰ　【申込期間：令和５年４月２６日（水）から５月１１日（木）まで】

３．専門研修Ⅱ　【申込期間：令和５年４月２６日（水）から５月１１日（木）まで】

原則として，介護支援専門員としての実務に従事している者であっ
て，就業後３年以上の者とする。
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令和５年度　介護支援専門員資質向上事業　受講対象者一覧

受 講 対 象 者
　注）従事期間には，産休・育休・病休期間は含まない。

５４時間
以上

介護支援専
門員の登録
を行ってい
る都道府県

個人で申し込ん
でください。

令和５年１１月～１２月
（１０日間）

＊詳細は９月頃に宮城
県長寿社会政策課ホー
ムページに掲載予定

仙台市内

８７時間
以上

当該試験受
験地の都道
府県

研修実施機関か
ら個人あてに通
知します。

令和５年１２月
～令和６年３月
（前期８日間程度，後期７
日間程度）

仙台市内

※開催時期や会場は，都合により変更することがあります。

７．更新研修（実務未経験者対象）　【詳細は９月頃に当課ホームページでご確認ください。】

介護支援専門員証の交付を受けてから，その有効期間が満了する
までに介護支援専門員として実務に従事した経験を有しない者(以
下「実務未経験者」という。）であって，介護支援専門員証の有効期
間がおおむね１年以内に満了する者とする。

５．主任介護支援専門員研修　【詳細は７月頃に当課ホームページでご確認ください。】

介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する介護支援専門員とする。具体的には，主任介護支援専門員としての役割を果たすことができ
る者を養成する観点から，居宅サービス計画等を提出させることにより，研修実施機関において内容を確認し，利用者の自立支援に資するケアマネジメ
ントが実践できていると認められる者のうち，以下の①から④のいずれかに該当し，かつ「介護支援専門員専門研修（専門研修課程Ⅰ）及び（専門研修
課程Ⅱ）」又は「介護支援専門員更新研修（実務経験者対象）〔専門研修課程Ⅰ相当〕及び〔専門研修課程Ⅱ相当〕」を修了した者とする。

①専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して５年（６０
か月）以上である者（ただし，管理者との兼務は期間として算定でき
るものとする。）

７０時間
以上

当該年度現
在の勤務地
の都道府県

勤務先事業所か
ら申し込んでくだ
さい。

令和５年９月～１０月
（１２日間の予定ですが，
講師の都合等により日数
を変更することがありま
す。）

＊詳細は７月頃に宮城
県長寿社会政策課ホー
ムページに掲載予定

仙台市内

②「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業の実施及び推進につ
いて」（平成１４年４月２４日老発第０４２４００３号厚生労働省老健局
長通知）に基づくケアマネジメントリーダー養成研修を修了した者又
は日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャーであっ
て，専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して３年（３６
か月）以上である者（ただし，管理者との兼務は期間として算定でき
るものとする。）

③施行規則第１４０条の６６第１号イの（３）に規定する（＊）主任介護
支援専門員に準ずる者として，現に地域包括支援センターに配置
されている者
（＊）主任介護支援専門員に準ずる者とは；「ケアマネジメントリー
ダー活動等支援事業の実施及び推進について」（平成１４年４月２４
日老発第０４２４００３号厚生労働省老健局長通知）に基づくケアマ
ネジメントリーダー養成研修を修了し，介護支援専門員としての実
務経験を有し，かつ，介護支援専門員の相談対応や地域の介護支
援専門員への支援等に関する知識及び能力を有している者をさし
ます。（地域包括支援センターの手引き　厚生労働省老健局より引
用）

④その他，介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有す
る者であり，都道府県が適当と認める者

②実務経験はあるが，その後実務に従事する予定がないとして更
新を行わなかった者等で，実務経験５年を経過する前に再度実務
に従事するため介護支援専門員証の交付を受けようとする者

また，介護支援専門員実務研修修了後，相当の期間（５年）を経過
した者についても，本研修の対象者とすることができる。

８．実務研修

法第６９条の２に規定する介護支援専門員実務研修受講試験に合
格した者とする。

６．再研修　【詳細は９月頃に当課ホームページでご確認ください。】

次のいずれかに該当する者とする。

５４時間
以上

介護支援専
門員の登録
を行ってい
る都道府県

個人で申し込ん
でください。

令和５年１１月～１２月
（１０日間）

＊詳細は９月頃に宮城
県長寿社会政策課ホー
ムページに掲載予定

仙台市内

①介護支援専門員として都道府県の登録を受けた者であり，登録
後５年以上実務に従事したことがない者又は実務経験はあるがその
後５年以上実務に従事していない者で，今後新たに介護支援専門
員証の交付を受けようとする者
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